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Abstract This article was derived from my memorial talk given when receiving the prize of the Japa-

nese Society for Hygiene at their academic congress. The reader could review my research on health and 

welfare promotion made by introducing new conceptual health policy based on the approach of social med-

icine. Through my experience in different research work, the importance of social factors in the etiology of 

health during childhood, adulthood and old age was discussed. In addition, it was revealed that social factors 

not only influence the population's health status but also constitute the context within which organized ef-

forts can be made to promote health. 

   For the elderly, the annual health check, stroke patient registration, and insurance for care and spousal 

bereavement; for adults, the Karoshi and occupational health; and for children, air pollution-atopy predis-

position and lifestyles were highlighted as social medicine-related issues. The research on mostly longitudinal 

population studies showed that health status, including the life expectancy and the prevalence of disability 

and chronic disorders, are related to one's marital status, social support, psychosocial working conditions 

and environmental factors as well as to lifestyles such as physical activity and hours of work and sleep at 

entry. More attention should be directed to independent factors' effects on health, separate from those of 

adverse health habits and bio-medical situations, under the health and welfare promotion strategy.

Key words: health-welfare promotion(健 康 ・福 祉 増 進),social medicine(社 会 医 学),

     life stages(人 生 の 各 時 期),longitudinal survey(縦 断 調 査),health policy(健 康 施 策)

1.は じ め に

人々の生命,生 活を衛るのみならず,人 々の生きがい

までに係わる幅広 くかつ深い研究の伝統を有する日本衛

生学会から 「学会賞」の栄誉を賜った機会に,私 の研究

生活を振 り返 りながら,私 自身の研究課題,そ れはひと

えに社会 との相互関係 によって決 まった ものであ り,

いってみれば,社 会医学の研究者にとっては,必 然的に

出会った課題でもあったと思われるものを中心に言及す

ることで,標 記での総説 としたい。

私の研究は,社 会のニーズへの対応 と自分自身の専門

的力量ならびに研究環境を勘案 しながら進めてきたもの

であるが,当 然なが ら,重 要かつ緊急 と考えられてもす

べての課題に対応できるものではな く,不 十分に終わっ

たものも多い。しか しながら,予 防医学 における主治医

として各専門分野 との連携 ・協力のもとに,今 日的で重

要と思った研究課題に総合的に対処 し,最 終的には社会

的存在の生命体,す なわち人間の健康 ・福祉増進につな

がる施策の導入と展開をこころがけてきた。以下,私 が

係わった時系列にそって各研究課題を概説する。

2.集 団レベルからみた健康の維持 ・増進に関する研究

1) 老人健診-脳 卒中登録,介 護保険,死 別の健康影響

(高齢期の健康課題)

医学部卒業後,1年 間の臨床研修を大学付属病院(内
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科と皮膚科),イ タイイタイ病患者の診療で知られた萩野

病院および富山医療生活協同組合の診療所で行った後,

母校(金 沢大学)の 公衆衛生学教室の大学院生 となっ

た。 この間,研 修医時代にお世話になった上記の病院と

診療所で臨床 の研鑽をしながら,重 要臓器について臨床

と公衆衛生学の両面からさらに研鑽すべ く,呼 吸器と循

環器の研修のために清瀬の結核研究所と大阪成人病セン

ターにそれぞれ内地留学した。当時,清 瀬には病理学者

の岩崎龍郎所長の下,疫 学の島尾忠男先生や結核の臨床

の大家が沢山おられ,す でに死因の第一位が脳卒中に

移 っていたものの,歴 史のある結核の総合対策の研修か

ら得 られたものは極めて大きかった。肺の大切片病理標

本と胸部X線 写真の陰影との照合や肺の気管支や動脈 ・

静脈の模型作 りを組み込んだ胸部X線 写真の読影のコ
ースは
,教 育効果の大 きいす ぐれた方法であった。また,

ブラインドで受講者が標準胸部X線 写真を読影 しなが

らすすめる,Interな らびにIntra Observationalな判定誤差

の認識 とそれに基づ く読影法の標準化さらには精度管理

など,実 際の事例に即 した贅沢な少人数教育であった。

もちろん,BCGの 集団接種に関する評価など疫学の応用

まで公衆衛生の面についても幅広 く学ぶことができた。

大阪成人病センターの方は,小 町喜男集団検診部長のも

とでの循環器検診の研修を迷わず選んだ。わが国で最初

に全国レベルで行われた脳卒中に関する疫学調査(第 一

回目の成人病基礎調査)(1)の 対象地のひとつに福井県

の芦原町も含まれてお り,わ が国で始まったばかりの心

電図計や眼底撮影カメラを野外に持ち出しての検診を開

始 した金沢大学のチーム(班 長;金 沢大学公衆衛生学教

室重松逸造教授)に 小町喜男先生 も参加されていた。 こ

の調査の検診に私は学生アルバイトとして参加 していた

ことが,小 町先生のところでの研修を選んだひとつの理

由でもあった。 もっとも当時は,脳 卒中が最大の健康脅

威 となっていた時代背景からして循環器 とくに脳卒中の

研修は,私 にとって当然の選択であった。 ところで,こ

の調査は,そ の後ほぼ10年 間隔で実施されており,第5

次循環器疾患基礎調査(2)と して2000年 に行われてい

る。この間,高 齢者の血圧の平均値が下降を続けたこと,
一方で血清 コレステロール値は上昇傾向をたどった こ

と,そ して,こ れ ら循環器疾患の危険因子に地域差が依

然 として解消されないこと等,貴 重な疫学的知見を提供

してきている。また,1980年 の循環器疾患基礎調査分に

ついては追跡調査(3)が 行われ,血 圧,血 清脂質,喫 煙,

肥満,飲 酒についてその予後にもとづいて対策が提示さ

れている。 これ らの成績は,健 康増進法(4)の もとで進

められている健康 日本21に おける各種施策の医学的根

拠(Evidence-Based Health Care)と もなっている。

また,私 が大学院で研究を開始 した時期は,高 齢化社

会の到来した時期でもあり,昭和38年 に制定された老人

福祉法の中に記載された老人健康診査が,全 国に燎原の

火のごとく広まりつつあった。福祉を重視する富山市で

もこの取 り組みが集団健診方式で始まり,そ の立ち上げ

に院生になる以前から関与 していた こともあり,こ の健

診の評価 もかねて実施することになった,「受診者の生命

予後に関す る追跡調査」が私の学位論文のテーマになっ

た。受診時の健診結果 とその後の脳卒中死亡の関連を重

回帰分析で検討 した結果,65歳 以上の高齢者においても

健診時の高血圧(収 縮期上位5分 の1の162mmHg以 上

または拡張期上位5分 の1の90mmHg以 上)が 脳卒中の

みならず心筋梗塞に対 しても主要な危険因子であり,さ

らに脳卒中に対 しては肥満や血清 コレステロール高値は

危険因子 とは言えず,む しろ抑制的に作用 していたこと

を明らかにした(5,6)。 老人健康診査の受診者について

の健診結果 とその後の生命予後 との関連をはじめて評価

したものであり,高 齢期の循環器を中心 とした健診の意

義を明らかにしたのみならず,健 康診査受診者 の人口社

会学的特性も分析したことから,こ れ らの結果は,社 会

福祉関係の方々にも利用された。一方,老 人福祉法によっ

て健診は導入されたものの,診 断された多数の高血圧者

には,国 民皆保険制度のもとでも費用などの関係から治

療を放置する者が相当数に上 り,や がて地方 自治体単独

の治療費の公的負担が始まった。老人保健法のもとで高

齢者医療制度が整備されるまで,老 人健診開始後20年 を

要した。その後の脳卒中の発生率の低下にもかかわ らず,

脳卒中の病型が出血から梗塞優位へと変化 したこと,そ

の梗塞の軽症化,医 療の進歩などから,脳 卒中そのもの

の有病率の低下にはつながらず,急 速な人 口の高齢化は

脳卒中患者の絶対数の増加をもたらした。いわゆる 「寝

たきり老人」が高齢化社会の大 きな健康課題 となるにい

たった。これに関しては,私 がまだ医学生であった時期

に参加した社会医学研究会の調査 と健診活動の中で高血

圧の人達の 「友の会」ができていた富山県小矢部保健所

管内で,保 健所が中心になり退院した後の脳卒中患者の

寝たきり予防を目指 して,「地域脳卒中患者登録」が昭和

40年 代に入ってす ぐに開始されており,私 が大学院を修

了するころには,ほ ぼ管内全体の患者の把握ができてい

る状態であった。寝たきり予防の活動に熱心に取 り組ま

れた,歴 代の保健所長はじめスタッフの皆さんと地域登

録に基づ く調査研究事業を20年 余 にわたって実施する

ことができた。 この調査研究事業の成績が蓄積されてい

た ことから,脳 卒中登録を全国的な制度として普及させ

るための厚生省研究班(当 時の自治医科大学公衆衛生学

教授柳川洋班長)に 加えてもらい,後 に老人保健法の保

健事業の一環 として行われるようになった脳卒中情報シ

ステムに関するガイドライン(7)作 りの成果をあげるこ

とができた。富山県ではこの脳卒中情報 システムを国の

モデル事業 として実施検討(鏡森定信検討委員会委員長)

した後,平 成12年 度から県の事業 として継続されてい

る。医師会,保 健所(現 在は厚生センター),市 町村保健

センターそして福祉関連機関とのネ ットワークの下に全

県下の患者の退院後の継続 リハや介護 と連携した施策と

して展開されている。この間,私 は,社 会医学の視点か

らこの施策づ くりやその維持に関してさまざまな調査研
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究を行ってきた。脳卒中患者の健康寿命に対する日常生

活活動度の関与の程度を追跡調査で定量化 し,現 在の介

護保険下における自立支援および介護度5区 分の妥当性

の根拠につながる結果を,小 矢部保健所管内約4万 人か

ら発生 した脳卒中患者追跡調査(8,9),あ るいは教室の

研究生であった本間(10)が,佐 賀県の人口約7万 人の保

健所管内の高齢者の追跡調査から明らかにした結果に基

づいて提示 してきた(図1参 照)。 また,こ れらの調査研

究では,身 体的自立度別の生命予後も示したので,地 域

で必要な介護量を推定 しそれに基づ くサービス提供を検

討することも可能 となった。これに加えて,要介護となっ

て,後 に介護保険制度の下で介護福祉施設となる特別養

護老人ホームに入所する脳卒中患者の施設ケアを評価す

る目的で,富 山県内の各 レベルの施設を代表するように

対象を選択して,入 所者の生命予後追跡調査を行 った。

社会的入院への規制,後 期高齢者の増加などの影響 と推

測 したが,前 期調査期間(1976-82年)に 比較して後期

調査期間(1983-90年)で は,入 所者の生命予後の悪化

(死亡)が 見られた(11)。 さらに,そ の生命予後に対す

る脳卒中の関与は前期より後期調査期間で減少 し,一方,

入所者 の高齢化 に伴 う日常生活動作(Activity of daily

livings; ADL)の 相対的低下を調整 しても後期調査期間の

生命予後の悪化は依然として有意であった。なお,こ の

研究を通して福祉施設間に生命予後に関して著 しい差が

有 り,福 祉施設における介護サービスの総合的な評価指

標 としての生命予後調査の意義を強調 した。

脳卒中と介護保険との関連では,閉 じこもり予防と寝

たきり予防が重要な課題となった。脳卒中患者に関する

我 々の調査でも,ADLが 同 レベルでありながら,脳 卒中

既往者は,外 出頻度や社会的交流が少なく,ま た,そ の

後の寝たきりや痴呆の発生と深 く関係 していた。

介護保険でのサービスでは,「 施設サービス」として,

(1)介護老人福祉施設,(2)介 護老人保健施設,(3)介 護療養

型 医療 施設があ り,「居宅サ ー ビス」として,(1)ホ ー ムヘ

ル プサー ビス,(2)デ ィサー ビス,(3)デ ィケア,(4)シ ョー

トステ ィ,(5)訪 問 入浴サー ビス,(6)リ ハ ビ リテー ション

サー ビス,(7)訪 問 看護サー ビス,(8)医 学 的管理等 サー ビ

ス,(9)日 常 生 活用具 の貸 出 と購 入,(10)住 宅 の設備 改修,

(11)痴呆 性 グルー プホー ム,(12)有 料 老人 ホーム等 の介護 が

提供 され てい る。サー ビス提供者は,利 用者 との契約 に

基づ いてサー ビスを実施 してお り,そ の中 に入浴 サー ビ

スのア メニテ ィとして温泉入浴 も提供 され ている。 温泉

の効用 には大 きな ものがあ り,例 えば,保 健師 か ら何度

も外 出サー ビスへの参 加をすすめ られていた ものの,そ

れ を拒 んでいた在宅 難病患者 が,温 泉行 きの外 出には自

ら参加 し,「障害者 の温泉 ツアー」な どの類が各地 でひろ

まってい る。21世 紀 の障害者 ケアの指針で ある国際障害

分 類(12)(International Classification of Functioning,Dis-

ability and Health;ICF)で は,従 来 のDisability(能 力 障害)

をActivity(活 動)に,Handicap(社 会 的不利)をPartic-

ipation(参 加)に とプラスの側面 か ら見直 して,障 害者

のWell-beingを 評 価す る ことになった。 す なわち,医 学

モデルか ら生活 モデルへ の転換 が行わ れたのであ る。

介護保険 による要支援 あるいは要介護(1級 ～5級)の

認定者 に対す る介護 サー ビスの提供 に加 えて,要 援護高

齢者 お よび ひ と り暮 ら し高齢者 な らび にそ の家族 に対

し,要 介護状態 とな らないために,「 介護予防 ・地 域支え

合い事業」が国 の補助 で実施 され ている。事業 内容 とし

ては,転 倒骨折予防教室,痴 呆介護教室,地 域 住民 グルー

プ支 援事 業,足 指 ・爪 の ケアに関す る事 業 な どが あ り,

これ らを実施す る際 にも温泉施設や公衆浴場 が利用 され

てい る。長寿社会 にあ って,「 閉 じこも り」傾 向の最 も強

い中途 障害者や難病患者 の高齢者 の増加 も著 し く,そ の

対応 に現場で の困難 も大 きいが,温 泉 を利用 した外 出支

援は多 くの支持を受 けてお り,我 々も地域福祉 の資源 と

して公衆浴場や温泉 の利用を組み込 んだ活動 を展 開 して

Fig. 1 Cumulative probability of healthy survival by activities of daily living categories (males aged more than 70yrs).
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いる。

脳卒中登録に基づき急性期後の患者の地域 リハや介護

において,配 偶者の有無がその後の経過にどのように影

響するかを検討 したことが契機 となって,高 齢期の配偶

者 との死別の健康影響の追跡調査(13,14)へ と発展 し

た。死別後1年 間位は,食 事,運 動,睡 眠,喫 煙 ・飲酒

などの生活習慣が影響を受けること,ま たその間,死 別

した配偶者とのコミニュケーションをまずは別居子が埋

め,次 第に友人 ・知人に推移し,そ れが心理精神的回復

過程を支えていること,ま た5年 後の生命予後からみて

男性の方が女性より約2倍 死亡の危険が高い ことを明ら

かにした。なお死別のこのような危険度は周辺の人 々に

よる支援 ・交流があればほぼ解消されることもわか り,

高齢期の孤立への施策の重要性を特に福祉関係者に強調

した。

2) 過労死 ・職域の心理社会的要因と健康(成 壮年期の健

康課題)

このように高齢化社会における重要な健康課題である

脳卒中などに関して福祉分野とも連携した対策に一応の

目安をつけた頃に,高 度経済成長下で社会問題化 した過

労死(15,16)に 対する施策が焦眉の急となってきた。労

働と健康については,英 国留学時代にOffice of Population

and Census (OPCS)の 職業別死亡率の統計資料を分析 し

て,日 英の男性職業別死亡率を比較 し,国 勢調査時の人

口動態統計を使った分析で,両 方の国に同じように見ら

れる職業格差が,いずれの国勢調査時においても存在 し,

またその格差が英国に比較 して日本で大きいことをすで

に報告(17,18)し ていた。

過労死がらみでは,日 本において,1980年 代の後半か

ら過労性の脳 ・心臓疾患の労災認定件数が増加してきた

ことが世間の注目を集めるようになっていた。また,こ

のことに積極的に取 り組んだ衛生学者 もいた。私たちの

分析によれば,皮 肉なことに,バ ブル経済下においてす

べての男性職業群で年齢調整死亡率が増加に転じ,そ の
バブル経済が終焉する1990年 には,最 悪の値を示してい

た(19)(図2参 照)。 当時の労働省が,こ の課題に対応

すべ く循環器の第一線で活躍 している臨床医と疫学研究

者との合同研究班を構築し,そ の結果立ち上がった研究

班(平 成2年)に 応募 して参加の機会をえることができ

た。取 り上げられた脳卒中と心筋梗塞そしてその危険因

子でもある高血圧,糖 尿病,動 脈硬化の うち,心 筋梗塞

を担当することにな り,わ が国を代表す る循環器専門病

院を受診 した心筋梗塞患者 とその対照からなる疫学研究

の班を組織することとなった。 これまでの地域住民を対

象とした循環器疾患の主要死因である脳卒中から働き盛

りの成人期の虚血性心疾患(心 筋梗塞)に 研究課題を広

め深めることができた。研究デザインを作 り上げる時点

から臨床医と疫学者が合同で進めた研究であ り,冠 動脈

撮影による病態の確認など診断精度 の高い症例に立脚し

た疫学研究から信頼性の高い研究成果をあげることがで

きた。その研究成果は,「産業医のための作業関連疾患予

防必携-脳 血管疾患 ・虚血性心疾患 の予防を中心に-」

(20)(労 働省労働衛生課監修 ・中災防出版)と して発刊

され現場の産業衛生関係者 に利用 されている。我 々は,

特に労働負荷 と心筋梗塞発生 との関連を労働時間から検

討 し,11時 間を越える労働時間そして時間的に不規則 ・

不安定な就労を危険因子として指摘 した(21)。 これらの

結果は,わ が国のその後の労働衛生施策にも取 り上げら

れ,「過重労働による健康障害防止のための総合対策(平

成14年2月12日 付け基発第0212001)」 に,(1)「月45時

間を越える時間外労働がある事業所においては産業医等

の助言指導を受けること」,(2)「月100時 間,ま たは過去

2ヶ月間から6ヶ 月間にわた る月の時間外労働時間の平

均が80時 間以上の場合には,業 務 と脳 ・心臓疾患の発生

との関連性が強いと判断されることから産業医等の面接

による指導をおこなうこと」,が 明記されている。

労働時間の問題は,男 女共同参画時代に入 り新 しい局

Fig. 2 Changes in age-adjusted mortality rates from 1965 to 1995 (Japanese working males at 15yrs old or more).
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面 を迎 えてい る。2002年6月 にス トックホルムで開催 さ

れた 「女性 と健康 ・仕事;Women, Work & Health」 に関

す る国際会議 では,仕 事 に加えて家事 ・育児 ・介護 など

無報酬で あるこ との多 い労作 を含んだ多重負担 を評価す

るために全労働時間(Total Workload Scale; TWL)の 概 念

が強調 された。女性 の常 勤労働者 が増加 しているが,業

務 と家事 のTWLの 負 荷 のみな らず,処 遇 に関 して も,依

然 として残 る性差(22)の 解 消 に向 けての取 り組 みの必

要性が焦眉の急 となってい る。

ところで,労 働負 荷 の問題 は,労 働 時間 のみ ならず,

業 務 の内容に係わ るもの もきわめて重 要であ り,ス トレ

スの要因が人間関係や仕事 の密度 に起 因す るものが増え

てきてい ることにか んがみ,こ れ らに対処 するもの とし

て,職 域の心理社会的要 因の健康影響 に関す る研究に向

か った。 この研 究 は,幸 いに も,私 がLondon School of

Hygiene & Tropical Medicineに 留 学後20年 来 の畏友であ る

ロン ドン大学疫 学公衆衛 生学部 門の教 授Marmot卿 が 主

宰す るWhitehall Study (23)と 比 較 す る国際研究 として

開 始 で きた。 この公 務 員 を対 象 集 団 としたWhitehall

Studyで もみ られ た よ うに,わ が国で もKarasek(24)の 仕

事 の要 求度(Demand),自 己 裁 量度(Control),支 援

(Support)の 尺 度 では,後 二者,特 に 自己裁 量度が,ま

た,Siegerist(25)の 努 力(Effort)-報 酬(Reward)不

均 衡 モデルも健康状態や病 欠な どに関連 する こと,さ ら

には,我 々の方 か らはMarmot卿 た ちが着 目していなか っ

た睡 眠 の質 も健 康状 態 に影響 す る ことを明 らか に した

(26)。 但 し,わ が国の公務員や工場労働者では,Whitehall

Studyほ ど健 診項 目の結果 に職 階格差 はみ られない こと

や,支 援(Support)が 英 国ほ どス トレスの緩和 になって

い ない ことなどを これ までに観察 している(27,28)。

これ らの結果 は,作 業 関連疾 患予防において,労 働時

間 に加え心理社会的負荷 を も取 り込んだ施策,す なわち

量 と質 の両面か らなる総合 的な過重 労働対策 としてその

展開が期待 され てい る(29)。 な お,こ のよ うな対策 の展

開 にあって,労 働者各個人 のス トレス耐性 ・対処(Stress

coping)も 重 要 であ り,例 えば,A型 行 動 タイ プと職域 の

ス トレスの関連 がわが国で もすでに検 討 され てきている

が(30),最 近,我 々は,個 人 の 「ス トレス対処度」 を推

定す る とされ る首尾一 貫感覚(Sense of coherence; SOC)

に 注 目してい る。これ は,Antonovsky(31,32)の 提 唱す る

健康生成 モデルにもとづいてい る。す なわち,SOCの 考

え方 としては,ス トレッサーに よる緊張 の処理は汎抵抗

資源(Generalized resistance resources)と 良質 の人 生経験

に よって形成 され る ものであ り,こ のス コアが高 い とス

トレス対処度 も大 きい といった研究 が数 多 くなされ てい

る。SOCの29項 目の質問票は,有 意味感(Meaningfulness),

把 握 可 能 感(Comprehensibility)お よ び 処 理 可 能 感

(Manageability)か ら なってい る(33,34)。 我 々の公務員

を対象に した研究 でも,Karasekの 定 義 に よる業務上 の心

理社会的ス トレスの大小に関 らず,SOCの 高 値群では,低

値群 に比較 して睡眠 の質 が高 く維持 され ていた こ とを確

認 してい る(26)(表1参 照)。 また,Nakamura(35)ら は,

職 域 で健康教育 と合わせ てお こなわれた運 動習慣 の導入

がSOCの ス コアを上 げ,Natural killer cell activityの 上 昇 に

つ なが る可能性 を報告 している。職域 で心理社 会的 ス ト

レッサ ー の関与 が増大 してきて お り,心 の健康 づ くり

(36)の 重 要性が一層高 まっているので,ス トレスの経験,

安 定 した支 え,社 会的参加 な どを通 じて培 われ るス トレ

ス対処能力(例 えばSOC)の 強 化は今後 の魅力的 な研究

課題 と考え られ る。なお,Whitehall Studyを 軸 とした職域

の健康 に関す る研究 は,そ の後EUやUSAに も研究拠点

が形成 され てお り,昨 今,労 働事情が厳 し くな ってい る

中国 も参加 して,比 較研究 のため のパイ ロ ット研究が 目

下進行 してい る。 ます ます激化が予想 され る労働 の場で

の健康課題へ の根本的予防 に関す る研究 として,社 会文

化的 バ ックグ ラウ ン ドが異 なる国 との研 究結果 の比較

は,関 連要因がほぼ 同質 の国内 の比較研究 とは また違 う

視点か ら社会医学 的研究課題を提供 す ることに なる。

Table 1 Logistic regression models: Odds ratios (95% CI) of sleep quality in the 
four groups in the job strain model with a high and low sense of coherence (SOC). 

(Higher odds ratio indicates better sleep quality)
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3) 学童の生活 と健康および大気汚染 とア トピーに関す

る縦断調査(幼 少期の健康課題)

さて,高 齢期から始まりそして成人期へ と広がった循

環器系を中心とした予防医学の研究は,ま た,新 たな社

会的要請を受けて広がることとなった。それは,小 児期

成人病 とい う奇妙なネー ミングで社会問題化 した,食 生

活の乱れ,運 動不足,不 十分な睡眠など時代を反映 した

子供たちの生活習慣の歪み と関連する健康課題であっ

た。肥満やアトピーの蔓延,あ るいは,成 人病 と言われ

た糖尿病や高脂血症,果 ては胃潰瘍や心臓疾患など入院

治療を要する疾患まで小児期に見られることがそ う珍 し

いことでは無 くな り,1980年 代の後半に国会でも取 り上

げられ るとい う状況に立ち至 った。かつて,我 々が,福

井県芦原町の要請を受けて実施 した20年 余 りにわたる

火力発電所の健康影響に関する学童の追跡調査から,ハ

ウスダス トエキスによる皮膚スクラッチテス ト陽性者が

軽微 な大気汚染に敏感に反応すること(37,38)(図3参

照),さ らにはこのスクラッチテス ト陽性者の割合が時代

とともに増加してきていること(39)(図4参 照)な どを

報告してきていた。この研究で印象的であったことは,

追跡調査の途中で,火 力発電所の燃料の低硫黄含有重油

への切 り替えと,排 煙脱硫装置の改善によって大気汚染

が改善され,杉 の年輪成長幅 も回復,そ れと同時に学童

の呼吸器症状の有病率が減少 したことであった。まさに

介入(実 験疫学)そ のものの体験であった。また,こ の

研究は,火 力発電所が数操業する前に開始 しえたので,要

因暴露以前からの追跡調査研究 となった。大学が社会の

要請に手際よくこたえることができた縦断研究でもあっ

た。 この調査研究が,欧 米では多くなされている出生コ

ホー ト研究に基づいて各 ライフステージの健康課題を議

論するための根拠 となる研究が皆無に近いわが国の現状

を何 とかしようと考えた厚生省の医官の目にとまり,厚

生科学研究費の支援を受けて 「小児期か らの生活習慣の

確立に関する追跡研究」を保健所や教育委員会(学 校保

健会)と の連携のもと富山スタデイとして立ち上げるこ

とができた。富山県下で平成元年に生れた全小児1万 人

余 りを3歳 児,小 学1年,4年,中 学1年 まで追跡中であ

る。朝食,運 動(外 遊び),テ レビ視聴,睡 眠などの生活

習慣が,保 護者の生活習慣や就労状況の影響を受けなが

らその後の肥満度の増大に関係す ることを明らかにし

(40-43),こ れらの結果について広報活動も行ってきてい

る。また,こ の研究を行ってい く過程で,遅 い就寝時間

そして睡眠不足が子供の肥満や心理社会的要因を介して

生活習慣病の重要な要因となっていることが改めて明ら

かとなり,目 下,そ の心理的健康への影響も含めて生活

の質からの研究を進めている。なお,こ の研究の一環 と

して,石川県で行われていた20歳 の健診時の成績と出生

時体重を リンクして,出生時体重が低値であるほど20歳

時の肥満度を調整した血圧が高値を示すことも確認した

(44)。我々は,長 年にわたって出生 コホートの調査結果

にもとづ く施策の展開を主張してきたが,全 国 レベルで

21世 紀 出生児縦断調査が厚生労働省によって開始され

今日に至っている。実際には,全 国の2001年1月10日

から17日 および7月10日 から17日 における出生児(約

5万 人)を 対象に,そ の両親と本人の社会的要因,生 活

や健康状況など各方面からのアンケー ト調査が実施され

てお り,わ が国でも子供の成長過程の実態に則した施策

の展開の基礎が整いつつある。

実際,こ のような出生 コホー トによる研究は,世 界,

特にヨーロッパの文化都市と称されるところでは広く実

Fig. 3 Changes in the mean of annual ring growth index and standardized prevalence ratio of respiratory (SPR) symptoms. An-
nual ring indexes used for analyzing the correlation with SPR are shaded.

〔306〕



日衛 誌(Jpn.J.Hyg.)第59巻 第3号2004年7月

Fig. 4 The change in positive rate of allergy skin test be-

tween 1972 and 1991.

施されてお り,そ の歴史も古い。今 日,日 本でいわゆる

生活習慣病 と称されているものにみ られる病態の多 く

は,出 生時の在胎週別の出生児体重で判定される成熟度

や1～2歳 ころまでの体重の適正な増加に関連している

ことが明らかにされている(45,46)。 また,心 理社会的

健康の面からも,生 物医学的かつ社会的要因の総合指標

である出生児体重は重要であ り,幼 児期の物心両面にわ

たる支援や成長期の栄養,運 動,休 養などの生活習慣が,

思春期あるいはその後の人生の各時期にあっても大きく

影響す ることを示す研究が数 多 く蓄積 されつつある

(47-49)。長期的な健康影響の検討には,国 民の一般的健

康状態を経時的に記録 してい くためのコホートが設定さ

れていることが望ましいことは論を待たない。コホート

の設定に関 しては,デ ータバンク式によるコホー トの設

定は比較的容易であり,そ の維持管理についても大きな

困難は余 りない。我が国では,幸 いにも妊娠時から種々

の健康診断・保健指導等の保健サービスが充実 してお り,

妊婦,新 生児,乳 児,幼 児(1歳 半,3歳),児 童,生 徒,

学生,労 働者,高 齢者の各種健康情報をつな ぐことがで

きれば,有 効なコホー トが確立できる。小児期の健診の

受診率はほぼ100%に 近いので,こ こまでの脱落者は非

常に少ないが,中 学卒業以後は追跡が難しくなる。この

時期か らは英国の代表的な出生 コホー トのNational

Child Development Survey (50) (NCDS;一 定の手続きを踏

めば直接の関係者以外でもデータが分析できるよう公共

性が担保されている)で 採用されているような通信手段

を用いた連絡による調査によらざるをえない。しかし,
一方では

,こ れも英国で実際に行われているように,国

勢調査のなかに健康モニタ リングの追跡集団を組み込む

ことも考えられる。実際に英国では,10年 毎のセンサス

において,1%の 追跡対象者を設定 してお り(51),こ れ

を使用して職業間の移動や職業別の死亡率が算出されて

いる。この点に関して言えば,わ が国の職業別死亡率の

算出では,国 勢調査時の職業分類を分母 とし,死 亡時の

職業を分子 として使っており,途 中の移動が無かったも

のとして算出されているのが現状である。 このように代

替がきくものはともか く,比 較的稀で,そ の原因暴露が

かなり以前であるような疾患に対しては,こ のような健

康の追跡モニタ リングの体制を国として整備 しておくこ

とは,昨 今の小児期の送電線からの電磁場暴露 と小児白

血病や脳腫瘍の疫学調査で費やされた症例集めに要した

時間 と費用の点を考えても,ま た根拠に基づ く健康政策

を進めるに際 してもきわめて重要であることを強調して

おきたい。

4.教 育と研究の視点

以上,こ れまで健康 ・福祉増進施策に係わる社会医学

的研究の軌跡を顧みた。 ここに,社 会医学は,予 防医学

における主治医的な役割をになっていることをあらため

強調したい。 この考えを次世代をにな う医学生に簡潔に

しか もインパ クトをもって伝える方法のひとつとして,

私はEngland & Walesに おける結核の死亡率の推移を3

つの種類(図5参 照)に してスライ ドで示 し,学 生諸君

に回答してもらうようにしている(52)。 回答で一番少な

Fig. 5 Annual death rate of tuberculosis in England and Wales.
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いB(回 答割合10%前 後)が 正解である。また,こ れに

あわせて,予 防医学的なアプローチとして,富 山県小矢

部市での住民健診 と脳卒中登録のデータから作成 したス

ライド(図6参 照)を 用いて,実 際の脳卒中患者数は正

常血圧や境界型高血圧群の方で多いことを指摘して,高

度危険群施策(High risk group strategy)と全集団的アプ

ローチ(Population strategy)の違いについて説明し,根

本的予防としての集団を対象とした予防医学的アプロー

チの視点を強調している。後者のスライ ドは,ロ ンドン

大学に留学中に,疫学・医学統計コースの教科主任であっ

た,Geoffrey Rose教 授(53)が コレステロールと心筋梗塞

の発生に関して同じような図を論文(54)に 載せていた

ものを血圧 と脳卒中に置き換えたものである。

さて,こ れ まで私自身の研究を振 り返 り,社 会医学に

対する自分 自身の考えを披露 した。また,そ のためにも

健康課題に総合的に対処する必要性を説いた。その点か

らみれば,循 環器系を中心に各 ライフステージの主要な

健康課題に取 り組めたことは私にとって極めて意義の大

きいことであった。各 ライフステージの健康課題は相互

に関連しており,そ れ らは単独ではなく混然一体 として

我々の前に現れることが多 く,対 応において総合的な視

点を欠 くことができないからである。ここで実社会の健

康課題に係わる私の研究者 としての立場に言及しておき

たい。予防医学 として集団に対する施策を指向するがゆ

えに全集団的アプローチを大切にしている。すなわち,

高度危険群施策を含む集団全体の健康度の改善である。

全集団的アプローチにおいて,分 か りやす く平易な方法

を用いて健康課題の核心に迫るアプローチ,そ して膨大

な調査資料から絞るようにして得られる一滴一滴の貴重

な結果,ま さに社会医学研究の醍醐味がそこにある。 さ

らに集団全体の健康度に関しては,集 団のその平均的水

準だけでな く集団内の分布状態に対する留意が特に必要

である。MarmotとWilkinson(55)は 格差が拡大 し,不 平

等が進む社会では,そ の集団の健康水準も低下 してい く

Fig. 6 The relationship between stroke and blood pressure 

according to population and high-risk group strategy.

ことに警鐘を鳴らしている。わが国の男性の職業別の年

齢調整死亡率の推移を検討 し結果 を先に図2で 示した

が,健 康度からみた社会格差は歴然 として存在 し,昨 今

の社会状況はその拡大す らもたらす傾向にある。 このこ

とに関する社会医学的視点からの研究は極めて今 日的な

健康課題だと考えている。
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